■　4医療費公費負担助成事業


【4医療費助成制度の見直し内容】





＜患者自己負担＞


1医療機関あたり500円/日(2日/月限度)


(自己負担上限額2,500円/月)�　　　⇒　1割負担（自己負担上限額2,500円/月は存続）








＜所得制限＞


障がい者：障害基礎年金準拠（約650万円：単身収入）�⇒　特別障害者手当準拠（約520万円：単身収入）





　乳幼児：児童手当特例給付準拠（約860万円：4人世帯収入）�⇒　児童手当準拠（約780万円：4人世帯収入）





Ｐ　Ｔ　案





健康福祉部の考え方





窓口での1割負担に伴い、対象者やその家族は、一時的に増大する現金負担や市役所等への償還手続きが必要。　　また、市町村も償還事務の激増を招き人員確保やシステム等を追加投資しないと、現体制では対応が困難。


現行制度（Ｈ16.11改正）は、所得に関わりなく、全ての対象者に無理のない範囲で定額の負担をお願いしている。（制度改正前は無料）


現在の制度は、市町村と協働で再構築を行い、現在定着しつつある状況であり、現行制度の骨格は崩すべきではない。











【今後の方針】


現在の財政状況や社会経済情勢の変化を踏まえ、本制度を今後も持続可能な制度とする観点から、実施主体である市町村とともに、自己負担の状況や所得制限のあり方などについて、現行制度の検証を行う。




















